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の継続的な優位性に貢献する 「組織ルーチン」 の体系を指す （Nelson and Winter [1982]、 Grant 
[2005],  他） 。組織能力は、人が真似しにくく、時間をかけて蓄積するしかなく、組織ルーチ

































[1995], Baldwin and Clark  ［2000］ 、藤本・武石・青島 [2001]、青木・安藤 [2002], 藤本・新



































































































































率重視、 日本がリードタイム重視） とは正反対の競争行動が見られたとの指摘もある （中馬・























































Y=  0.0739＊X＋0.336   （ N=133、決定係数：0.05） 






Y=  0.0871＊X＋0.186   （ N=67、決定係数：0.13） 
(3.33) (7.05) 
 
（ （注）回帰係数の下段（  ）内は t-値、N はサンプル数、以下の回帰式は同様） 
 
 






























Y=  0.1569310＊X＋0.207236＋0.819770＊R1   （ N=52、決定係数：0.24） 





Y=  0.1195＊X＋0.194＋(－0.0314)＊R2   （ N=43、決定係数：0.31） 



















































このように、 日本の製品の国際競争優位が、 それを設計する側の 「統合型組織能力」 （Clark 
and Fujimoto [1991], Fujimoto [1999]）と、設計される製品の「擦り合わせアーキテクチャ」
の間の「相性」によって影響を受けるのではないか、という「アーキテクチャの比較優位仮








や売上高研究開発費比率などを通じて同時に分析する必要もあるだろう（2007 年 5 月 24 日、経済産














これに対して、 藤本 （2005） は、 工学系の設計学、 とりわけ公理系設計論 （Suh [1990][2001], 














化のため、FR ベクトルも DP ベクトルも要素数はｍであり、したがって行列 A はｍ×ｍの






















わち、製品機能要素 FRiと製品構造要素 DPi（部品、材料等）が 1 対 1 で対応するのが純粋
な「モジュラー型」であるから、それは対角線の要素以外がゼロである対角行列となる。逆
に、全ての製品機能要素 FRiに全ての製品構造要素 DPiが多対多で対応するのが純粋な「イ
ンテグラル型」であり、その場合は全ての要素が非ゼロである行列となる  （図） 。 
 
因果知識  構造ﾊﾟﾗﾒｰﾀ  要求機能
・  A DP  =  FR
















































































































プローチ手法を 「2 段階の設計プロセス・モデル」 として近似的に描写している。 すなわち、
設計者は図に示すように、①出発点としての暫定解（初期値）の導出、②暫定解から最適解
への漸近、という 2 段階を経て、設計問題を解くと想定する。 






式」を解き、とりあえずの暫定解を得る（第 1 段階） 。次に、その暫定解が目指す最適解に
十分に近いと仮定した上で、実物試作の評価やシミュレーションなどの試行錯誤によって、
目指す最適解へと接近する（第 2 段階） 。 
 
 
ここで  22 11 a ˆ ~ a ˆ は、不完全な因果知識A
)
の要素である。これに対し、真の因果知識を表
す A の要素  22 11 a ~ a の値を、設計者は直接観察することができない。以上、2 段階設計プ
ロセス・モデルを要約すると次の通りである。 
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0 DP の導出には、多くの場合、過
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うか。藤本[2005a]  は、以下のような簡単な思考実験を試みた。すなわち、仮に 2 段階プロ










という「擦り合わせアーキテクチャ仮説」が導き出される（藤本  ［2005a］ ） 。 
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経営者・政策担当者にとっての含意   
 さ て 、 仮に、 統合型組織能力を持つ日本の設計現場が擦り合わせ型製品で比較優位を持つ、
という仮説が、論理的にも実証的にもある程度妥当性を持つとしよう。この場合、日本の経
営者、現場責任者、政策決定者は、何に留意すべきだろうか。 






















「ウサギとカメ」のシミュレーション   













































る「コンペティション」 （並行開発）の 2 パターンを設定した。 
④  科学知識：因果知識をあらわすA
)
の要素 ij a ˆ のばらつき（分散）の大きさで、科学知識の
相対的な低さを表現した。つまり、同じ企業でも先端科学知識を要する製品では企業が
保持する因果知識の量は少なく、 ij a ˆ のばらつきは大きい。また、同じ製品でも、科学知


































返して、第 2 段階でカメを逆転できるか、という点に、この勝負の本質がある。 
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れについて、 藤本 （2005） に従い、 シミュレーションの前提となるモデルを定義している 〈詳
しくは大隈・藤本（2006）参照〉 。 
最適解への接近法（1）：コーディネーション型 
「2 段階設計モデル」の第 2 段階に当たる「試行錯誤による最適解への接近」は、大きく
分けて、以下に示す「コーディネーション型（プロジェクト内の連携調整） 」と「コンペテ
ィション型（複数案の並行開発と選抜） 」の 2 つに類型化される。 
まず「コーディネーション型」 、つまりプロジェクト内部で設計者の連携調整によって最
適解に接近する手法について、我々は以下のような定式化を提案する。 









2 1 FR , FR FR を観察しながら、 それらを要求機能 FR
*に近づけるよう協
















うわけである。具体的な定式化としては、以下の「4 分割法」を採用する（図３） 。 











































                                                      
4  平井他著（2003） 、66～67 ページ参照。 
・  ・ 
・  ・ 
図 3  コンペティション（並行開発）型の模式図 








































































の要素 ij a ˆ の分散で、因果知識
                                                      
5  工業加工では通常、 設計図で指定された設計寸法に対して 「寸法公差」 が設定されている。 例えば、
厚さ 2.0mm のアクリル板を製造する場合、厳密に 2.0mm の製品を安価に大量生産するのは現実的に







































                                                      
6  例えば、Iansiti（1998, p130-131） 、平井他（2003, p66-67） 、楠木（2001）など参照。また、藤本・安




















































ムワークを、以下に示す表 1 を例として、簡単に解説しよう。 
表 1 は、本稿におけるシミュレーションプログラムに適当な条件を与えて実行し、そのと
きに観察された平均リードタイムから勝敗を判定した結果の簡易表である。ここで言う「適






ケースと純粋にモジュラーのケースの 2 極端のみを設定する。次に、A の要素数によって決
定される、 「複雑性の指標」における「構造要素数」は、 「多い（6 機能 6 部品） 」 「中程度（4
機能 4 部品） 」 「少ない（2 機能 2 部品） 」の 3 段階を設定した。 
表 1 
  複雑性の指標  組織の能力の指標  不確実性  市場条件  
製品名  設計組織  アーキテクチャ  構造要素数 試行ｽﾋﾟｰﾄﾞ 最適化プロセス  科学技術ﾚﾍﾞﾙ 機能要求ﾚﾍﾞﾙ  勝敗  ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ比
浅慮なウサギ  インテグラル  中程度  速い  コーディネーション  低い  緩い  勝 1 
 









開発の選抜） 」の 2 パターンである。 




A との誤差の分散で示している。不確実性のレベルを小・中・大の 3 段階で設定し、分散の













                                                      












構造要素  A の要素数 
多い 6 ×6=36 
中程度 4 ×4=16 
少ない 2 ×2=4  
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因果知識必要量  因果知識保有量  不確実性  A の分散 
多（ハイテク製品）  少（低知識組織） 高 20.0 
中  中  中 2.0 















  これは次のような理由による。例えば、本論で述べたように 2 式 2 変数で設計問題が表さ
れるとき、担当者 2 は担当者 1 が式 1 を解き終わるまで式 2 を解くのを待たねばならない。
しかしウサギとカメは同じように待っていても、迅速なウサギの方が待ち時間は短い。かく




モジュラー型アーキテクチャの定義により、 式 1 を解いた結果が式 2 の結果に全く影響を与
えないことが事前にわかっている。したがって、担当者 2 は式 1 が解き終わるのを待つ必要
はなく、担当者 1 と並行して式 2 を解くことができる。今度はウサギもカメも同様に待ち時
間が発生しないので、同時に問題に取り掛かり同時に解き終わることになる。かくして両者
は引き分けとなり、本論で述べた通りの結果となるのである。 
もちろん、 本論ではこのように設計者がモジュラー型であることを事前に知っていること
を前提としている。 
ちなみに、最適化プロセスがコンペティション型である場合は、事前にモジュラー型であ
ることを知っているかどうかは結果に影響しない。モジュラー製品であろうとなかろうと、
規定数の選抜を経なければ最適解には接近できないので、 選抜の度に発生する待ち時間がウ 
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サギに有利に働き、常にウサギが勝つからである。 
ただしモジュラー型製品の場合は、リードタイム、リスク、新製品の出来、といったあら
ゆる点でコーディネーション型がコンペティション型に勝るので、 事前にモジュラー型であ
ることがわかっているにもかかわらず、 あえてコンペティション型を選択する設計者は実際
にはいないと思われる。 
 
 
 